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自
民
党

坂田　誠二議員

令和６年度当初予算については、事業の
見直しや財源の重点配分など、さまざま
な課題に対応するためにメリハリをつけ
て編成されたとのことだが、新たな総合
計画がスタートする重要な年の当初予算
に込めた市長の思いを伺う。

予算要求の新たなルールを導入した上で、重点課題対応経費
として「こども枠」を設定したほか、経済や道路・交通問題など
の取り組みに対しても予算を重点的に配分し、上質な生活都
市の実現に向け、全力で取り組んでいく。

令和６年度当初予算に込めた市長
の思い

その他の質問項目
●第8次総合計画　　●本庁舎整備
●ＴＳＭＣの第2工場

多核連携都市については、中心部と過疎
化が進む周辺部ではさまざまな意見が
ある。第2次熊本市都市マスタープラン
や立地適正化計画を振り返っての成果
や課題、それらを踏まえた次期計画策定
の方向性について尋ねる。

居住誘導区域の人口密度は目標値以上を維持してきた一方
で、地域課題や半導体関連企業進出に伴う新たな課題も生じ
ている。今後は、計画の実効性をより高めるための見直しを
進め、多核連携都市の実現に繋げていく。

その他の質問項目

熊
本
自
民

満永　寿博議員

家事全般や家族のケアに時間を取られ、
こどもらしい普通の体験が出来ないヤン
グケアラー。早期発見のため、小中学校
の教員を対象とした研修を実施している
のか。また、スクールソーシャルワーカー
は充分確保されているのか。

スクールソーシャルワーカーを対象とした研修動画を教職員
に配信し、早期発見に繋がるよう周知啓発を行っている。
また、令和６年度はスクールソーシャルワーカーを
２１人体制に拡充し、今後も支援の拡充に努める。

こども支援の拡充を

その他の質問項目
●10年の政令指定都市　●災害時の避難所整備
●児童生徒の就学環境　●犯罪被害者等支援条例

市
民
連
合

村上　　博議員

ＡＩデマンドタクシー（チョイソコくまもと）
の導入を要望する地域が多く、令和６年７
月の西南部・植木地域の導入後は、職員
体制を強化し、要望があるすべての地域
へ早急に導入していただきたいが、市の
考えを問う。

要望地域への導入検討にあたり、局内応援体制により必要な
人員を確保することで、人員体制を強化しているところであ
り、各地域での路線バス再編と合わせて、導入地域の拡大に
スピード感をもって取り組んでいく。

ＡＩデマンドタクシーの早期導入を

人口減少を直視した本市の将来像
について

その他の質問項目
●能登半島地震の支援　●県知事選準備状況
●熊本で活躍できる環境整備　●ＤＸ推進

公
明
党

浜田　大介議員

くまもと市議会だより ● 令和6年（2024年）6月 第50号 3くまもと市議会だより ● 令和6年（2024年）6月 第50号2

一般質問 第１回定例会の主な質問内容は次のとおりです。 スマートフォン等で読み込むことで、インター
ネット中継の録画映像をご覧いただけます。
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落水　清弘議員

EU諸国・アメリカで使用禁止の、ネオ
ニコチノイド系農薬を使わないオー
ガニック給食導入を願う！

オーガニック系食材の導入について、
課題はあるが有効な取り組みと考えており、先行事
例を参考に効果的な導入方法を研究していく。

熊本市の透析患者を減らすためと国保健全化のため、
無機リン系化学添加物の摂取減の啓発を！

生活習慣病について、かかりつけ医への研修会や国
民健康保険加入者への積極的な周知啓発など、さま
ざまな対策に取り組んでいく。

発達障害低減の為、オーガニック給食（※1）導入を！ 人工透析数、指定都市ワースト１汚名返上のため！自
民
党
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山本　浩之議員

熊本競輪場の再開後、ミッドナイト競輪（※2）
の開催についての考えは。

ミッドナイト競輪については熊本地震前から
開催の方向で準備を進めており、競輪場再開
後の開催によりさらなる収益の向上に努める。

本市学校部活動の新たな運営体制にお
ける保護者の負担額について、どのよう
な考えかを問う。

公費負担と受益者負担の在り方を整理す
るとともに、機会の格差を生まないよう、多
子世帯などへの支援についても検討する。

熊本競輪場について 学校部活動における費用負担熊
本
自
民

質
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島津　哲也議員

４年前、県知事選での投票率の実績はどうだった
のか。投票率向上にむけた新たな取り組みは。

前回、県知事選での熊本市の投票率は39.68％。
投票率向上に向けての新たな取り組みとして投票
所ご来場カードのデザイン刷新を行う。

幼稚園や保育園では、保育士不足
に対し「保育補助（※3）」を導入してい
る。本市での取り組み状況を問う。

保育士の補助的役割を担う子育て支援員の増員に取り
組むほか、関係機関などとも連携し、保育人材の確保に
取り組んでいく。

選挙投票率向上に向けた取り組みを 保育士の人手不足に対する本市の取り組みは市
民
連
合
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三森　至加議員

障がいがある高校入試受験者への配
慮として、必要に応じて個別に対応す
るとされているが、具体的な対応は。

問題用紙の拡大や試験時間の延長などの配慮を行って
いる。また、検査方法や検査場などについて適切な措置
を講じることとしている。

物価高騰・最低賃金改正などにより今後赤
字決算が見込まれるため、意見交換などを
行う必要があるのでは。

今後、課題の解決に向けて意見交換や情
報共有の場を設定していく。

読み書き障がいの生徒への支援を コミュニティセンターの厳しい運営公
明
党

代表質問 第１回定例会の代表質問内容は次のとおりです。
スマートフォン等で読み込むことで、インター
ネット中継の録画映像をご覧いただけます。

2
月
29
日（
木
）

3
月
４
日（
月
）

令和６年 第１回定例会の概要 会期33日間2/19～3/22

● 2月19日 本会議

● 2月20日 予算決算委員会分科会

● 2月22日 予算決算委員会

● 2月26日 本会議

・ 開会　・ 提案理由説明

・ 代表質問
・ 一般質問（4日間）

・分科会長報告、締めくくり質疑、表決

・委員長報告　・質疑、討論、表決

● 3月13日、14日 予算決算委員会分科会、部門別常任委員会

● 3月11日、12日 予算決算委員会

● 2月28日、2月29日～3月6日 本会議

・総括質疑（２日間）

市長提出議案　１３６件 ・・・
・・・議員提出議案　     ３件

請　　　　願　     １件

原案どおり可決１３６件、否決0件
原案どおり可決３件、否決0件

・・・不採択
3月  5日　議会運営委員会
3月  8日　庁舎整備に関する特別委員会

2月26日　議会活性化検討会

2月19日　予算決算委員会理事会

● 3月19日 予算決算委員会
3月１８日 大都市行財政制度に関する特別委員会

● 3月22日　本会議
・ 委員長報告　・ 質疑、討論、表決　・ 閉会

・ 分科会長報告、締めくくり質疑、表決
3月19日  議会運営委員会
3月19日　議会活性化検討会
3月21日　庁舎整備に関する特別委員会

提出議案と議決結果

○令和５年度熊本市一般会計補正予算

○熊本市附属機関設置条例の一部改正について

総額66億8,464万円（減額補正予算含む）

●…総務費　●…土木費　●…教育費　●…民生費
●…衛生費　●…農林水産業費　〇…消防費　●…商工費

主な議案の概要

＜主な内容＞
●公共施設長寿命化等基金積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20億円
●街路樹・公園樹木等緊急対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5億9,780万円
●学校等給食食材高騰対策緊急支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4億2,780万円
●保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1億3,530万円
●救急医療対策経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1億10万円
●産地パワーアップ事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7,970万円
●高齢者施設等防災機能強化支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6,635万円
●食料産業・6次産業化支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6,621万円
●令和６年能登半島地震災害復旧支援経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6,295万円
●障がい者支援施設等における耐震化整備等支援事業・・・・・・・・・・・5,310万円

○令和６年度熊本市一般会計予算
総額4,014億2,000万円
＜主な新規事業の内容＞
●電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業（予備費分）・・77億4,190万円
〇西消防署移転事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4億100万円
〇消防指令管制システム中間整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3億900万円
●令和6年度児童手当制度改正対応経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2億691万円
●熊本連携中枢都市圏重点対策加速化事業推進経費・・・・・・・・・・・・・8,030万円
●医療費助成運営業務改善経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7,210万円
●児童養護施設等体制強化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4,986万円
●（仮称）総合行政事務センター運営経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4,800万円
●ナイトタイムエコノミー推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4,350万円
●新庁舎整備推進経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4,300万円

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づく附属
機関を設置する等のため。
＜改正内容＞
　１ 附属機関の設置
　市長の附属機関
　　(1) 熊本市公契約条例（仮称）検討委員会
　　(2) 熊本市困難女性支援基本計画（仮称）策定委員会
　　(3) 熊本市環境影響評価技術指針等検討委員会
　２ 附属機関の廃止
　市長の附属機関
　　(1) 熊本市本庁舎等整備の在り方に関する有識者会議
　教育委員会の附属機関
　　(1) 金峰山少年自然の家整備運営審議会
＜施行日＞
　令和６年（２０２４年）４月１日

○熊本市手数料条例の一部改正について
　戸籍法の一部を改正する法律（令和元年法律第１７号）の施行等に伴い、戸籍
電子証明書提供用識別符号の発行に係る手数料を新設する等のため。
＜改正内容＞
　１ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の改正に伴う規定の整備
　２ 戸籍法に係る手数料の新設等

○配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の
　一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する
　条例の制定について
　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正す
る法律（令和５年法律第３０号）の施行に伴い、関係条例の整備をするため。
＜制定内容＞
　次に掲げる条例につき、引用条項の整備を行う。
　　(1) 熊本市営住宅条例（平成９年条例第４５号）
　　(2) 熊本市住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例（平成１６年
　　　　条例第４３号）
＜施行日＞
　令和６年（２０２４年）４月１日

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する
　基準等の一部を改正する省令の施行に伴う関係条例の整備に
　関する条例の制定について
　指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を
改正する省令（令和６年厚生労働省令第１６号）の施行に伴い、関係条例の整備
をするため。
＜制定内容＞
　次に掲げる条例につき、身体的拘束を実施した場合の記録作成義務が新た
に課されこととなる事業者を、当該記録の市長への報告義務等の適用対象と
するための規定の整備を行う。
　　(1) 熊本市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基
　　　　準等を定める条例（平成２４年条例第８５号）
　　(2) 熊本市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す
　　　　る基準等を定める条例（平成２４年条例第８６号）
　　(3) 熊本市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに
　　　　指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法
　　　　に関する基準等を定める条例（平成２４年条例第９０号）
　　(4) 熊本市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営
　　　　並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果
　　　　的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年条例第９１号）
　　(5) 熊本市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を
　　　　定める条例（平成２６年条例第５６号）
　　(6) 熊本市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護
　　　　予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基
　　　　準等を定める条例（平成２６年条例第５７号）
＜施行日＞
　令和６年（２０２４年）４月１日等

　　(1) 手数料の新設
　　　ア 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行 １件につき ４００円
　　　イ 除籍電子証明書提供用識別符号の発行 １件につき ７００円
　　　ウ 届書等情報の内容の証明書の交付 １通につき ３５０円
　　　エ 届書等情報の内容を表示したものを閲覧に供する事務
　　　　１件につき ３５０円
　　(2) 戸籍証明書及び除籍証明書の交付に係る手数料の対象として、広域
　　　　交付を行う場合における交付を追加
　　　　※広域交付とは、本籍地以外の市区町村の窓口において、戸籍証明書
　　　　　及び除籍証明書を交付することをいう。
　３ 証明書等自動交付機を介して行う証明書等の交付に係る手数料の対象と
　　して、申請者が移動端末設備を利用して証明書等自動交付機で申請をす
　　る場合における交付を追加。
＜施行日＞
　改正内容１及び２ → 令和６年（２０２４年）３月１日
　改正内容３ → 公布の日

●財政運営　●庁舎建設問題　●ＴＳＭＣ進出
●生涯スポーツマスタープラン　●指定難病対策


